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E6 地球システムの観測・予測・評価

E6.03 気候変動予測
キーワード：地球温暖化、イベント・アトリビューション、季節から数年先までの気候・炭素循環予測、気

候モデル、地球システムモデル、機械学習、デジタルツイン、大型計算機

本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・ダッシュボード版 :https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF 版 :https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E603.pdf

1.	 研究開発領域の定義
気候モデルとは、大気・陸域・海洋における物理過程およびそれらの相互作用過程を定式化し、計算機上

で再現するためのプログラムである。また、生物・地球化学過程を組み込むことで、炭素をはじめとする物
質循環を扱えるよう気候モデルを拡張したものは、地球システムモデルと呼ばれる。本領域は、気候変動研
究のうち、これら数値モデルやその構成要素モデルを用いた予測の高度化に係る研究開発動向を主に取り扱
う。また、関連する計算技術や予測研究手法の開発、気候変動への適応・緩和分野への応用・連携状況も
対象とする。

2.	 本領域の意義
地球温暖化に加え、これに伴う猛暑や豪雨などの極端気象の発生頻度の増加、海洋の酸性化や貧酸素化、

大気・海洋の汚染など、人間活動に起因する地球規模の環境変化が顕在化しつつある。こうした状況の中で、
今後10年から100年先までの中長期的な将来変化を見通すためには、予測・推定技術の高精度化が喫緊の
課題となっている。
気候モデルや地球システムモデルに代表される数値モデルは、過去から将来にわたる地球気候の変動を再

現・予測するために不可欠なシミュレーション技術である。これらのモデルは、物理的および生物・地球化
学的な過程の理解を反映し、科学的根拠に基づいた予測情報の提供を可能にする。現在では、気候モデル
の超高分解能化により、雲や降水システムを陽に表現する全球雲解像モデルや、人間活動と地球気候システ
ムとの相互作用を評価・予測可能な統合評価モデルと地球システムモデルとの結合モデルなど、地球環境を
より精緻かつ高度に再現するための包括的なシミュレーション技術の開発が進められている。これにより、諸
現象の再現性や予測精度、予測情報の適用範囲などのさらなる向上・拡充が期待されている。
この研究開発領域を維持・強化することは、誤差や不確実性の低減を伴う多様な予測情報の創出を通じて、

気候変動への適応策および緩和策の立案、経済安全保障に関する政策決定、さらには企業が直面しうる潜在
的損失の評価など、多岐にわたる分野における意思決定を支援し、人類社会の持続的な発展に貢献するもの
である。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要
観測による事実として、全球平均地表気温は過去100年間で約0.77℃上昇している。2021年に刊行され

た気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書では、人類が社会経済活動に伴って排出して
きたCO2などの温室効果ガスが、地球気候システムの長期的な温暖化を引き起こしたことに疑う余地はない
と明記されている1）。このことは、人類活動によって地球の炭素循環に加えられた擾乱に対して、地球気候シ
ステムが温暖化というかたちで応答としているとも解釈できる。したがって、物理過程だけでなく、社会経済
活動や物質循環を含む生物・地球化学的過程も含めて、地球環境変動全体を俯瞰し、理解することが重要で

研究開発の俯瞰報告書　　環境・エネルギー分野〜領域別動向編〜（2026年）｜ 地球システムの観測・予測・評価

JST研究開発戦略センター（CRDS） 1/11気候変動予測

https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41E603.pdf


ある。
地球温暖化の証拠は、地表気温以外にも多くの気候システムの要素に現れている。具体的には、大気や海

洋の大規模な循環の変化に伴う地域ごとの長期的な気温・降水の変化、水資源の変動、極域海氷や大陸氷
床の融解、海水準の上昇、海洋の酸性化・貧酸素化、海洋・陸域の低次生態系や植生の変化などが挙げら
れる。さらに、台風や熱波など、短期間ながら社会的影響の大きい極端気象の発生特性の変化も注目すべき
現象である。
このように、地球温暖化の影響が多面的に顕在化しているという事実は、一般社会にも広く認識されつつ

ある。こうした社会からの要請に応えるには、地球温暖化の深刻化を回避する取り組みが不可欠である。こ
の取り組みを支える技術として、大気や海洋の状態を再現し、将来の変化を予測する物理気候モデルや地球
システムモデルの開発・改良がますます重要となっている。
IPCC第6次評価報告書の刊行以降、気候シミュレーションによる予測には、従来の長期的温暖化予測デー

タに加えて、より拡張された予測情報の提供が期待されている。その一例として、人為的な温室効果ガス排
出と海洋・陸域による吸収量の変動について、過去の動態を把握し、数年先まで予測する取り組みがある。
このような数年規模の気候・炭素循環予測は、観測データと地球システムモデルを融合したシミュレーション
によって実現される予測アプローチであり、創出された知見は気候変動緩和策などの進捗評価に活用され始
めている。また、大規模アンサンブル手法によって可能となった異常気象の発生頻度変化に対する長期気候
変動の影響評価研究（イベント・アトリビューション）は、地域・自治体ごとの適応策立案に必要な詳細な
予測情報の提供に加え、各地で発生した極端気象に対する科学的分析情報を迅速に発信する「気候サービス」
の一部としても機能し始めている。
気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC）第6次評価

報告書では、未解決の科学的課題や新たな課題も指摘されている。例えば、熱帯太平洋における貿易風や海
面水温の東西勾配が長期的に強化されているという観測結果に対し、多くの気候モデルがこの傾向を再現で
きていない2）。熱帯海水温は、大気の対流活動を介して全球の気候変動に深く関与するため、このような不
整合は長期的な将来予測の信頼性に直結するだけでなく、季節から数年規模の気候変動予測における顕著な
誤差の原因にもなり得る。現在、日本が主導する国際連携活動において、この問題への対応が進められてい
る3）。さらに、2023年から2025年にかけて観測された全球的な異常高温の要因分析も大きな課題である。
現在の高温状態は、多数の気候モデルによるアンサンブル実験の中で約1000年に一度しか発生しない極め
て稀な現象であり4）、従来の研究アプローチではその発生メカニズムに十分な説明が与えられていない5）-7）。
これらの事実は、温室効果ガスの変化に対する気候モデルの応答に根本的な問題がある可能性や、モデルの
再現能力の限界を示唆している。
物理気候予測に加えて、温暖化に対する海洋生態系の応答に関する不確実性の低減も重要な課題である。

IPCC第6次評価報告書では、海洋生態系を支える基礎生産が将来的に増加するのか減少するのかについて、
結論が出されていない8）。
現在では、植物プランクトンの環境適応や多種植物プランクトンの適応・進化・多様性変化を表現可能な

先進的モデリング手法が開発されており9）,10）、これらは海洋炭素循環変動と密接に関連し、炭素循環を介し
た温暖化予測の不確実性低減にも貢献することが期待されている。2028年に承認予定のIPCC第7次評価報
告書に向けて策定された第7期結合モデル間相互比較プロジェクト（CMIP7）でも、これらの課題は引き続
き注目されている。
気候・炭素循環変動の予測研究に用いられる数値モデルは、気候研究の基幹技術であり、気候システムを

構成する各要素の表現は精緻化・複雑化の方向で高度化が進められている。また、より多くの要素を包含す
る方向でのモデルの多様化も進展している。
その中でも、気候予測における最大の不確実要因である大気物理過程、特に雲・降水の取り扱いは、モデ

ルの高解像度化と相乗的に作用して近年顕著に進展しており、日本でも高度化が進められている11）。これと
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並行して、従来の物理気候モデルや地球システムモデルでは、パラメータ化されていた深い対流や雲微物理過
程を全球規模で直接表現する雲解像モデルの開発が、日本での先行的な成功を皮切りに、欧米や中国でも進
められている。特に近年では、大気雲解像・海洋渦解像の物理気候モデルの開発競争が、日米欧を中心とし
た国際連携のもとで活発化している12）,13）。このようなモデルの高度化は、人工衛星などによる地球観測の拡
充によって支えられており、観測情報を活用して数値モデル開発を加速させる方向性が打ち出されている。
これまで、気象・気候予測の高度化は、大型計算機の進歩から大きな恩恵を受けてきた。現在では、大型

計算機アーキテクチャの構成が、従来のベクトル型・スカラー型から転換点を迎えており、画像演算処理装置
（Graphics Processing Unit：GPU）を活用した加速演算型へと急速に移行しつつある。欧米諸国では、モ
デル分解能では表現できない物理過程の挙動をあらかじめ学習させたサロゲート（代理）モデルや、データ
駆動型気候モデル14）,15）の開発がGPUアーキテクチャ上で進められている。さらに、精緻な気候モデルとAI
駆動型モデルを組み合わせて実現される「気候デジタルツイン」の開発も国際的に進展しており、地球の気候、
自然災害、環境変動をシミュレーションするための高度な技術インフラとして注目されている。こうした技術
開発は、研究機関、企業、政府が自由にアクセス可能な形で活用できる統合的予測情報の提供プラットフォー
ムとして構想されており、その実現に向けて欧州各国を中心に研究開発が進められている16）。

3.2	 トピックス
•	IPCC第7次評価報告書(第1作業部会)とCMIP7 Assessment Fast Track
CMIP7では、IPCC第7次評価報告書への貢献を目的として、「Assessment Fast Track（AFT）」とい

う新たな枠組みが設置された17）。AFTは、評価に必要な最小限の実験に絞ることで、参画機関の負担を軽
減しつつ、重要な科学的知見を迅速に提供することを目的としている。CMIP7-AFTでは、前期のCMIP6と
比較して、低排出シナリオやゼロ・一定排出下での理想実験、CO2除去やエアロゾル散布などの人為的気候
介入実験が重視されており、気候変動緩和策に資する知見の獲得が期待されている。2025年現在、各国の
研究機関では、2027年1月のデータ提出に向けて、モデル開発と実験準備が進められている。

•	オペレーショナルな数年規模気候・炭素循環予測
IPCC第6次評価報告書以降、気温や降水などの物理的変数に加えて、大気中のCO2濃度の増加率や陸域・

海洋によるCO2吸収量も対象とする予測研究が活発化している18）。これらの研究では、地球システムモデル
を活用し、過去から数年先までの気候・炭素循環変動の再構築と予測が行われている。この取り組みにより、
人為・自然要因が大気CO2濃度変化に与える影響を定量的に評価することが可能となり、CO2排出削減努力
の可視化や、パリ協定の気温上昇抑制目標の達成に必要な残余カーボンバジェットの正確な見積もりに資す
る科学的知見が提供されている。2023年度版の全球CO2収支年次報告書19）では、地球システムモデルによ
る炭素循環推定値が初めて引用され、第1回グローバルストックテイク決定文書の判断材料としても活用され
た。また、世界気象機関（WMO）が取りまとめる数年規模準現業気候予測に関する年次報告書においても、
2026年度以降は炭素循環に関する予測情報の掲載が予定されている。炭素循環の予測は、緩和策・適応策
の設計、国際的合意の履行支援、さらには気候システムにおけるティッピング要素の早期兆候の検知など、
多面的に意義を持つ重要な科学的取り組みとして認識されつつある。

•	機動的イベント・アトリビューションとグローカルアプローチ
異常気象の原因を科学的に分析する『イベント・アトリビューション（EA）』は、一般社会だけでなく、

金融・保険分野でも関心が高まっている。欧州では、極端気象の発生直後にEA結果をメディア向けに速報
する取り組みが行われており、日本でも2025年5月、極端気象アトリビューションセンターが創設された。
このセンターでは、日本各地で発生した極端気象に対する気候変動の影響を「見える化」し、科学的な分析
情報を迅速に発信する気候サービスの体制が整備されている。社会への情報発信と並行して、極端気象の発
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生要因や発生確率に関与する物理過程を明らかにすることは、気候科学としても重要な課題である。また、
局所的な気象現象の要因を全球規模の気候変動にまで遡って分析する研究手法は「グローカルアプローチ」
と呼ばれ、科学・政策・地域社会をつなぐ橋渡しの役割を果たすことが期待されている。

•	衛星観測と数値モデリングの連携
2024年5月、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）と欧州宇宙機関（ESA）の共同ミッショ

ンとして、Earth Clouds, Aerosols and Radiation Explorer（EarthCARE）衛星が打ち上げられた。こ
の衛星には、世界初の衛星搭載Doppler雲レーダーをはじめ、大気ライダー、多波長イメージャ、広帯域放
射収支計が搭載されており、雲・エアロゾル・放射に関する理解の深化が期待されている。これらの観測情
報は、数値モデルの構成要素に対する拘束条件として活用される。観測によって得られた知見を数値気候モ
デルに組み合わせることで、不確実性の高いモデルパラメータの制約やパラメタリゼーションの定式化を素過
程レベルで評価することにつながる。これにより、数値気候モデルの高精度化に大きく貢献すると期待されて
いる。

•	機械学習を用いた技術躍進
気候モデルのパラメータ・チューニングは、従来は専門家の経験に基づく手作業に依存していたが、近年

では機械学習を活用することで、客観的かつ自動的に最適化する技術開発が進んでいる。例えば、機械学習
とデータ同化を組み合わせたパラメータ最適化により、モデルの精度向上と開発効率の両立が実現されつつ
ある。また、雲や乱流などの高コストな物理過程を、機械学習によって高速かつ高精度に模倣する「サロゲー
トモデル」も提案されており、多方面で活用が進んでいる20）。さらに、GraphCast、AIFS、ClimaXなど、
数値予報モデルそのものを置き換えるAIモデルも登場しており、短期予報においては従来の物理モデルを超
える性能を示している21）。

3.3	 課題
【科学技術上の課題】

•	次世代気候モデリングのための観測・ビッグデータ・AI融合基盤の構築
気候モデルの信頼性を向上させるためには、観測情報に基づく物理素過程の評価と、不確実要素の理

解が不可欠である。そのため、衛星などの観測データを活用した評価手法の確立や、モデルの性能を自
動的にモニタリングしながら検証・開発を行う環境の整備が重要な課題となっている。また、雲スケール
の気象現象や気候要素を精密に表現するためには、全球雲解像モデルによる長期的な気候計算や、気候
モデル自体の高解像度化が求められている。さらに、膨大なモデル出力や観測データをクラウド上に集約
し、効率的な解析環境を提供するための技術基盤の整備が急務である。観測情報によるモデル評価・同
化に加え、モデル側から観測システム設計を支援するObserving System Simulation Experiment
（OSSE）の活用や、気候モデルの計算結果と実際の観測データとの整合性を比較できるよう支援する衛
星シミュレータの活用は重要な課題と言える。なお、サロゲートモデルは有力なツールである一方で、学
習データへの依存性、物理的解釈性の確保、将来気候への適用可能性などに関する課題についても十分
な認識が必要である。

•	オーバーシュートシナリオにおける地球環境リスクの包括的評価
2024年には、世界平均地表気温と大気中のCO2濃度がともに観測史上最高値を記録し、産業革命前

からの気温上昇幅がパリ協定の1.5℃目標を超過した。今回の極端な高温には、エルニーニョ現象など
の自然変動の影響も含まれており、この超過が一時的なものである可能性は否定できない。しかし、気
温の安定化がますます困難になりつつあることは明白である。
このような状況下では、脱炭素社会の実現に向けた低排出シナリオに加えて、一時的に気温上昇目標
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を超過しながらも後に目標値を達成する「オーバーシュートシナリオ」の検討が、現実的な選択肢として
注目されている。ただし、このシナリオでは、陸域・海洋の炭素貯蔵量や生物多様性など、地球システ
ムの多くの側面が一度失われた状態から回復できない可能性がある22）。今後は、より現実的かつ実行可
能な緩和シナリオの設計と並行して、高精度な地球システムモデルを用いた気候・生態系・炭素循環に
わたる多面的な影響評価を進めることが喫緊の課題である。

•	計算機アーキテクチャの急速な変化に対する気候モデルコードの対応
現在、計算機アーキテクチャはGPUを活用した加速演算型へと急速に移行しており、気候モデルのコー

ド内部構造をGPU上での実行性能向上に適した形へ改訂する必要がある。より本質的には、Juliaなど
のGPU対応並列計算に最適化された新たなプログラミング言語や、ドメイン特化言語（DSL）によるコー
ドの全面的な再構築が求められている。米国では、気候科学者と計算機科学者、さらに半導体メーカー
や大手IT企業との密接な連携のもと、このような新的な取り組みが進展しており、従来に例を見ない全
球規模の高分解能海洋シミュレーションの実現に成功している23）。
一方、日本では、研究機関と民間企業との連携が限定的であり、世界の研究開発動向から大きく後れ

を取る傾向に懸念ある。そのため、気候科学・計算機科学の専門家と、GPUや並列計算技術に強みを
持つ企業との産学連携体制を構築するためのプロジェクトの立案が必要である。また、すべての計算問
題がGPUで効率的に解けるわけではなく、アルゴリズムや用途によっては他のアーキテクチャが有効な
場合もあるため、計算資源の多様性を確保すべきであるという指摘も計算科学の専門家からなされてい
る24）。気候モデル計算用プログラムは、メモリ性能に律速されるアプリケーションであるため、演算性
能だけでなくメモリ転送性能の向上も重視すべきである。さらに、気候シミュレーション研究において、
GPUが演算基盤として今後も長期にわたり優位性を保つ保証はない。したがって、特定のハードウェア
アーキテクチャに過度に依存することなく、より汎用性の高い設計思想に基づいて気候モデルコードを再
構築することが求められる。このような取り組みは、将来的な計算機技術の変化に柔軟に対応するリス
クヘッジとして有効であると同時に、研究開発の継続的な競争力を維持する上でも極めて重要である。

【その他の課題】
•	気候変動予測に係る国内研究開発体制の持続性と人材育成、キャリア形成

現在の気候変動予測の研究開発および運用体制は、資金と人的資源の両面において、文部科学省の
委託事業をはじめとする有期プロジェクトに依存する部分が大きい。気候変動予測の社会的重要性を鑑
みると、気象庁のような現業機関と大学や国立研究所などの研究機関との協働体制の構築と安定的雇用
確保を促進するとともに、達成目的を同じくする研究者・気候モデル開発者・技術者間での組織を跨い
だ業務分担を可能とする仕組みを導入することが必要である。特に人材が限られている機械学習分野な
どにおいては、人材・設備のリソースを効率的に利用し研究を活性化する意味でクロスアポイントメント
制度の運用も有効であるが、利益相反や労務管理上の障壁も依然として大きい。
また近年、論文成果に結び付きにくい気候モデル開発業務へ従事する若手が減少している。論文成果

偏重ではなく、開発業務或いは技術支援業務に依る評価軸の導入と、そこでの評価に基づくキャリア形
成を用意することも急務である。これらにより有能な人材の集積・育成が可能となるとともに、円滑な世
代交代と国内研究開発体制の持続性が保たれると期待される。

•	省庁間連携体制の構築・強化
気候変動予測研究は、文部科学省、環境省、気象庁の3省庁にまたがる大きなトピックであり、それ

ぞれの省庁の傘下に複数の研究機関が存在している。研究機関間では、省庁の管轄を越えて強固な協力
体制が築かれている一方で、研究成果の社会実装や政策への反映を考える際には、省庁間の縦割り構造
が障壁となる場合がある。そのため、適応策・緩和策・防災など、気候変動予測に関わる行政機関を横
断する連携体制の構築・強化が強く求められている。
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3.4	 各国・地域の取り組み
【注目すべき国内外のプロジェクト】
[国内]

•	文部科学省「気候変動予測先端研究プログラム」
「統合的気候モデル高度化研究プログラム」（平成29年度〜令和3年度）成果を発展的に継承するプロ

グラムとして立ち上がった。社会への情報発信を念頭においた気候科学の基礎研究が着実に進行してお
りIPCC第7次評価報告書に向けたモデルの大幅更新が行われている。

•	北極域研究強化プロジェクト（ArCS-3）
2025年4月より北極域研究強化プロジェクト（ArCS-3）が開始し、北極域の気候変動および社会的

課題の解決に向けた分野横断的な取り組みを推進している。
[国外]

•	European Extreme Events Climate Risk Integrated Assessment（EERIE）
EERIEは、極端気象イベントとそれに伴う気候リスクの統合評価を目的としたEUプロジェクトである。

欧州諸国の研究機関が全球モデル（GCM）の高解像度化に協力して取り組んでいる。
•	Microsoft ResearchがAIモデルClimaXをリリースし、従来の機械学習モデルでの対象であった短期
〜中期の再現だけでなく、長期の気候変動研究にも機械学習が応用されつつある。

【日本】
［基礎研究］

•	東京大学、国立研究開発法人国立環境研究所、気象庁気象研究所、国立研究開発法人海洋研究開発機
構などで気候モデル及び地球システムモデル開発が取り組まれている。いずれの機関でも日本独自のモ
デルを開発しており、研究コミュニティの潜在能力は高い。全球雲解像モデルは世界に先駆けて開発さ
れており、国際的に高く評価されている。

［応用研究・開発］
•	防災など適応に関する諸科学分野の研究者や、社会経済分野で温暖化緩和シナリオの開発に取り組む研
究者と、気候科学者との連携が盛んになってきており、地球システムモデルの成果を適応策・緩和策立
案に活用する素地ができつつある。基礎研究と同様、文部科学省「気候変動予測先端研究プログラム」
や「「富岳」成果創出加速プログラム」、環境省「気候変動緩和に向けた温室効果ガスおよび大気質関
連物質の監視に関する総合的研究」などで研究費が拠出されており、これらの支援によって関連分野の
研究開発が活発に進められている。

•	国立環境研究所を中心に適応策の立案・実施に向けた情報基盤として、気候変動適応情報プラットフォー
ム（A-PLAT）構築や共同研究の模索などが進められている。

•	イベント・アトリビューションを水文学や疫学に応用する分野間連携の取り組みが活発化している。
•	機械学習を活用して、気候モデルのシミュレーション結果を高解像度化する技術開発が進んでいる。こ
の手法を用いることで地域ごとの降水の特徴をより詳しく再現できるようになり、水害リスクの軽減を目
指す研究において、注目すべき成果が得られている。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド→、応用研究・開発：現状〇/トレンド↗］

【米国】
［基礎研究］

•	複数の研究機関で気候モデル・地球システムモデル開発および全球雲解像モデル開発が進められている。
•	大気研究センター（NCAR）や地球流体力学研究所（GFDL）では、地球システムモデルによる将来実
験の大規模アンサンブル化や、大気25 km・海洋10 kmの高解像度気候モデルを用いた、季節から数
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年先までの予測システムの開発など、多くの成果を挙げている。
•	2025年1月のトランプ政権交代を機に、気候変動分野の大幅な研究資金・人員削減により、特に米国
大気海洋庁（NOAA）をはじめとする主要研究機関の運用が縮小されており、欧州への研究者流出も
生じている。資金および人的リソースは依然として世界的に高い研究水準にあるものの、トレンドはやや
下降傾向となっている。

［応用研究・開発］
•	NCARに社会経済シナリオ開発部門が設置され、気候科学の成果を取り入れた温暖化抑制シナリオ開発
に取り組むなど、地球システムモデルによる成果の政策立案への応用が進展している。モデル開発やデー
タ配信・処理のためのシステム開発も活発である。

•	エネルギー問題に資する科学研究推進のためにエネルギー省（DOE）が研究助成を行う気候モデル開
発プロジェクトE3SMが進行するなど、システム開発の動きも活発である。

•	2025年1月のトランプ政権への交代に伴い、気候関連政策に大幅な方針変更が生じる可能性が懸念さ
れている。今後の予算編成の動向によっては、研究開発の停滞や国際的な取り組みへの影響が生じる恐
れもあるため、慎重に注視する必要がある。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド→、応用研究・開発：現状◎/トレンド→］

【欧州】
［基礎研究］
【EU】

•	地球システムと気候変動に関する協調研究を目的としたEUプロジェクトCoordinated Research in 
Earth System and Climate：Experiments, kNowledge, Dissemination and Outreach 
（CRESCENDO）には7つのEarth System Model（ESM）開発チームが参加している。 EUの地球
観測プログラム「Copernicus（コペルニクス）」の一部であり、気候変動に関する信頼性の高い情報を
提供するサービスであるCopernicus Climate Change Service（C3S）に関しては、気候科学に関わ
る多様なデータを収集・蓄積し、解析ツールも備えたデータサーバーを提供している。予算的にも人的
にも研究規模は日本よりもはるかに大きく、活発な活動を維持している。

•	欧州委員会が掲げるDestination Earth（DestinE）イニシアチブでは、2030年までに高精度のデジ
タルツインを構築し、極端気象・洪水・人間活動などを適切にモデル化することで実用的な適応戦略と
緩和策の策定に資することを目指している。

【英国】
•	気象局ハドレーセンターが早くから国内の気候モデル・地球システムモデル開発を一本化して最高レベル
のモデルを構築している。気象局と協力する形で国内トップ大学（エクセター大学、レディング大学、イー
ストアングリア大学）などでもモデルを用いた研究が盛んである。

【ドイツ】
•	マックスプランク研究所（ハンブルグ）で早くから気候モデル・地球システムモデルの開発が行われてき
たが、最近は全球雲解像モデルの開発にも力を入れており、その国際相互比較プロジェクト
（DYAMOND）でも先導的役割を果たしている。
•	ICON‑Seamlessプロジェクトでは、短期の気象予報から長期の気候変動予測までを一貫して扱うシー
ムレスなモデル構築を目指している。炭素・窒素循環を含む地球システムモデル構成による実験に加え、
機械学習を取り入れた物理と統計のハイブリッド手法の導入も進められており、CMIP7への国際貢献を
視野に入れた基盤整備が着実に進展している。

【フランス】
•	ピエール・サイモン・ラプラス研究所（IPSL）および気象局（MeteoFrance）において、気候モデル・
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地球システムモデルの開発が行われている。英国と異なり現業機関と大学研究機関それぞれでモデル開
発している点は日本の研究開発環境と類似している。海洋大循環モデルOPA（Océan PArallélisé）が、
欧州の共通海洋モデリングフレームワークである「Nucleus for European Modelling of the Ocean
（NEMO）」の中核的な構成要素（共通モデル）として採用されるなど、基礎的な開発能力や科学の水
準は高い。

【その他】
•	英独仏以外ではノルウェーやスウェーデンなど北欧諸国やオランダの存在感が高い。例えば、気候モデ
ル・地球システムモデルを用いた研究では、ノルウェーにあるベルゲン大学、スウェーデン気象水文研究
所（SMHI）、オランダ王立気象研究所（KNMI）が挙げられる。

［応用研究・開発］
【EU】

•	CRESCENDOや気候モデリングプロジェクト（PRocess-based climate sIMulation：AdVances in 
high resolution modelling and European climate Risk Assessment：PREMAVERA）では社会
経済シナリオ開発や温暖化影響評価とESMとの連携も重要な課題となっている。

•	IPCC報告書サイクルで影響評価に関する部分を担う国際プロジェクトISI-MIPにおいても、米国と並び
欧州出身の研究者が多数主導的立場で活動している。モデル開発やデータ配信・処理のためのシステム
開発も盛んである。

•	C3Sでは、緩和策や適応策の政策決定に資するサービスも提供している。2023〜2027年にかけて実施
中のCERISEプロジェクトでは、C3Sによる高精度な再解析と季節予報の実現を目指し、物理モデル・
AI・観測データの統合的強化が進められている。

•	異常気象と気候変動の因果関係を科学的に分析する国際的な研究プロジェクトWorld Weather At-
tribution（WWA）は、即時的イベント・アトリビューションに力を入れ、メディアへの働きかけがさら
に活発になってきている。

【英国】
•	英国気象庁ハドレーセンター（Met Office Hadley Centre）が、英国環境・食料・農村地域省（Defra）
およびビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）の支援を受けて「英国気候予測2018」（UKCP2018）
をまとめ、適応策立案に有用な情報の提供を図るなど予測データの応用が活発である。

•	従来の物理ベースの数値予報モデルIntegrated Forecasting System (IFS) に深層学習（ディープラー
ニング）を適用したAI型IFS（AIFS）が開発され、欧州中期予報センター（ECMWF）によって2024
年にリリースされた。高速・低コストな予測が可能であり、数日〜10日先までの予報精度で、既に従来
モデルIFSと同等以上の性能を実現している。

【ドイツ】
•	航空宇宙センター（DLR）の研究者らを中心に、CMIPモデルの統合的評価を支援するオープンソース
解析ツール「ESMValTool」の開発・提供を主導しており、国際的にも重要な役割を果たしている。

【フランス】
•	仏全国気候変動影響適応計画が2011年に策定され、それに基づいて仏国のモデルによる予測が影響把
握に用いられるなど、予測データの応用が進んでいる。

【その他】
•	デンマークで「気候変動適応戦略」が、オランダで「気候変動に対する国家空間適応プログラム」が策
定されるなど、適応策の法的後ろ盾の整備が進んでおり、予測データの活用が今後進むと見られている。
Argoフロートや水中グライダーを含む自律観測ロボット機器の開発と商業化を拡大・推進している。

［評価*　基礎研究：現状◎/トレンド↗、応用研究・開発：現状◎/トレンド↗］
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【中国】
［基礎研究］

•	現在、大気物理研究所、第一海洋研究所など中国内で少なくとも8つの研究グループが気候モデルある
いは地球システムモデル開発に取り組み、CMIP6にも参画した。現状は主に海外から輸入したモデルを
改良・調整して用いているが、潤沢な予算を背景に欧米から中国人科学者を呼び戻して基盤を作りつつ
あり、近い将来にはオリジナルモデルが増えてくる可能性がある。

•	これまでにIPCC 第1作業部会（WGI）共同議長を務める研究者がいることなどから、今後も研究コミュ
ニティの発展が期待される。

［応用研究・開発］
•	「国家適応気候変動戦略2035」が2021年に策定されている。 ESMによる成果を活用して緩和策立案
に資するという動きには乏しいが、上述の国家支援による効果が予測データの応用に及んでくる可能性
が高い。

•	中国気象局は2025年2月、国内AI企業DeepSeekのモデルを気象予報と観測への活用を視野に連携
することを表明しており、欧米との技術格差の解消を一層加速させる動きがある。

［評価*　基礎研究：現状△/トレンド→、応用研究・開発：現状△/トレンド↗］

【韓国】
［基礎研究］

•	韓国気象庁（KMA）は、英国ハドレーセンターが開発した気候モデルをベースに開発を進める方針で
ある。

［応用研究・開発］
•	2015年に「第2次気候変動影響評価報告書」が公表され、様々な分野における影響や脆弱性が評価さ  
れた。2020年までの適応マスタープランも策定されている。

•	韓国における熱波発生予測や冬季の気温 予測について、説明可能な機械学習モデル（Explainable 
AI：XAI）を用いた研究で顕著な成果発表も出てきている。

•	古気候と現生人類の進化・分布の関係解明を目的とする気候モデルと人類分布モデルを統合した先鋭的
なモデリング研究からは特筆すべき成果が得られており、有力雑誌に複数の論文が掲載されている。

［評価*　基礎研究：現状△/トレンド↗、応用研究・開発：現状〇/トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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